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発行者情報 ファンド情報
ファンドの状況 ファンドの状況

1 概況 １ ファンドの性格

２ 投資方針 投資方針

３ 管理及び運営の仕組み
投資リスク
手数料等及び税金

　
４ 受益者（・ ・ ・）の権利行使等

運用状況

５ 運用状況

　

管理及び運営
委託会社等又は投資法人の概況

ファンドの経理状況
財務諸表

その他の関係法人の概況
ファンドの現況

ファンドの経理状況
１ 財務諸表 その他

内国投資信託受益証券事務の概要
　　
特別情報

２ ファンドの現況 委託会社等の概況
委託会社等の概況
事業の内容及び営業の概況
委託会社等の経理状況

その他

特別情報 利害関係人との取引制限
内国投資信託証券事務の概要 その他
委託会社等の経理状況 その他の関係法人の概況

名称、資本の額及び事業の内容
(ﾛ) 損益計算書 関係業務の概要
(ﾊ) 利益金処分又は損失金処理 資本関係

【現　行】

第４

有価証券届出書 有価証券届出書

【改正後】
【第四号様式】 【第四号様式】

(1) ファンドの目的及び基本的性格
(2) ファンドの沿革
(3) ファンドの仕組み

(3) 運用体制
(4) 分配方針
(5) 投資制限

目論見書記載事項 目論見書記載事項

(1) 投資方針

第一部

第二部
第１

(2) 投資対象

(1) 投資状況

(1) 申込手数料
(2) 換金（解約）手数料
(3) 信託報酬等
(4) その他の手数料等
(5) 課税上の取扱い

(3) 設定及び解約の実績

(1) 資産管理等の概要
   ① 資産の評価
   ② 申込（販売）手続等

   ① 純資産の推移
(2) 運用実績

   ② 分配の推移
   ③ 収益率の推移

    ・ ・ ・　
(2) 受益者の権利等

(1) 貸借対照表
(2) 損益及び剰余金計算書

第２

第３
第４

(1) 純資産額計算書
(2) 投資有価証券の主要銘柄
(3) 投資不動産物件
(4) その他投資資産の主要なもの

(3) 附属明細表

第１
第三部

(1) 貸借対照表
(2) 損益計算書
(3) 利益処分計算書又は損失処理計算書

第２

(ﾍ) 申込手数料

(ﾇ) 申込取扱場所
(ﾙ) 払込期日及び払込取扱場所

(6) 申込手数料

(9) 申込取扱場所
(10) 払込期日
(11) 払込取扱場所

(ﾛ) ファンドの沿革

(ﾆ) 役員の兼職関係

第一部

第二部
第１

(ｲ) ファンドの目的及び基本的性格

   ｄ その他

(ﾍ) ファンドの関係法人

(ﾛ) 関係業務の概要
(ﾊ) 資本関係

(ｲ) 資産管理等の概要
   ａ 資産の評価
   ｂ 管理報酬等
   ｃ 販売、買戻し及び保管

(ｲ) 投資の基本方針
(ﾛ) 投資対象
(ﾊ) 投資制限
(ﾆ) 配当（分配）方針

(ﾛ) 利害関係人との取引制限

(ｲ) 受益者（・ ・ ・）の権利
(ﾛ) 課税上の取扱い

(ｲ) 名称、資本の額及び事業の内容

(ﾛ) 運用実績
   ａ 純資産の推移
   ｂ 配当（分配）の推移

(ｲ) 投資状況

(ﾊ) 販売及び買戻しの実績
第２

(ﾁ) その他
第３

(ﾄ) 事業の内容及び営業の概況

(ｲ) 委託会社等又は投資法人の目的
(ﾛ) 委託会社等又は投資法人の沿革
(ﾊ) 資本の額又は出資総額
(ﾆ) 委託会社等又は投資法人の機構
(ﾎ) 大株主又は主要な投資主の状況

第２

(ﾛ) 投資有価証券の主要銘柄
(ﾊ) 投資不動産物件
(ﾆ) その他投資資産の主要なもの

投資信託受益証券に係る有価証券届出書の記載事項の改正イメージ

(ｲ) 貸借対照表

第５

第三部
第１

(ｲ) 純資産額計算書

(ｲ) 貸借対照表
(ﾛ) 損益計算書
(ﾊ) 附属明細表

(ﾍ) 役員及び従業員の状況

手数料は上限のみの記載が可能。この場合、手
数料の照会方法等（照会先名、電話番号、HPアド
レス等）を記載。

有価証券届出書全体の「記載上の注意」
として、投資者が容易に理解できるように
分かりやすく記載。

具体的な申込取扱場所の記載に代え
て、申込取扱場所の照会方法等の記
載が可能。

ファンドの目的、信託金限度額及
び基本的性格に加え、ファンドの
特色について具体的に記載。

【新設】
関係法人の名称（販売
会社は不要）、役割、契
約内容等を含めて図表
等により記載。
　また、委託会社等の概
況（資本金、簡単な沿
革、大株主(上位3者）
等）を記載。

投資態度、運用方針等について、具体的
に、かつ、分かりやすく記載。

【新設】
ファンドのもつリスクの特性を具体
的に、かつ、分かりやすく記載。
　さらに、投資リスクに対する管理
体制を記載。

【新設】
ファンドの運用体制（組織、社内
規則等）を記載。

購入者が申込みから解約までに直
接的・間接的に負担する手数料・費
用、税金等をまとめて記載。
　手数料等は上限のみの記載が可
能（照会方法等を記載）。

「運用実績」は図表等により分かりや
すく記載。
【新規】
「収益率の推移」を追加。

他に運用しているファンドの個別記
載を廃止し、種類別の本数、純資
産額の合計額を記載。

「投資証券」及び「投
資法人債券」につい
ては別様式へ。
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 削 除

（別紙２）


